
建設業法（昭和二十四年法律第百号） 

第二節 一般建設業の許可 

（許可の基準） 

第七条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合していると認める

ときでなければ、許可をしてはならない。 

一 建設業に係る経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有するものとして国土交通省令で定める基準に適

合する者であること。 

二 その営業所ごとに、次のいずれかに該当する者で専任のものを置く者であること。 

イ 許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による高等

学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による実業学校を含む。第二十六条の七第一項第二号ロ

において同じ。）若しくは中等教育学校を卒業した後五年以上又は同法による大学（旧大学令（大正七年勅令第

三百八十八号）による大学を含む。同号ロにおいて同じ。）若しくは高等専門学校（旧専門学校令（明治三十六

年勅令第六十一号）による専門学校を含む。同号ロにおいて同じ。）を卒業した（同法による専門職大学の前期

課程を修了した場合を含む。）後三年以上実務の経験を有する者で在学中に国土交通省令で定める学科を修

めたもの 

ロ 許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し十年以上実務の経験を有する者 

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと認定した者 

三 法人である場合においては当該法人又はその役員等若しくは政令で定める使用人が、個人である場合におい

てはその者又は政令で定める使用人が、請負契約に関して不正又は不誠実な行為をするおそれが明らかな者

でないこと。 

四 請負契約（第三条第一項ただし書の政令で定める軽微な建設工事に係るものを除く。）を履行するに足りる財

産的基礎又は金銭的信用を有しないことが明らかな者でないこと。 

第三節 特定建設業の許可 

（許可の基準） 

第十五条 国土交通大臣又は都道府県知事は、特定建設業の許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合

していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。 

一 第七条第一号及び第三号に該当する者であること。 

二 その営業所ごとに次のいずれかに該当する者で専任のものを置く者であること。ただし、施工技術（設計図書

に従って建設工事を適正に実施するために必要な専門の知識及びその応用能力をいう。以下同じ。）の総合

性、施工技術の普及状況その他の事情を考慮して政令で定める建設業（以下「指定建設業」という。）の許可を

受けようとする者にあっては、その営業所ごとに置くべき専任の者は、イに該当する者又はハの規定により国土

交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者でなければならない。 

イ 第二十七条第一項の規定による技術検定その他の法令の規定による試験で許可を受けようとする建設業の

種類に応じ国土交通大臣が定めるものに合格した者又は他の法令の規定による免許で許可を受けようとする

建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものを受けた者 

ロ 第七条第二号イ、ロ又はハに該当する者のうち、許可を受けようとする建設業に係る建設工事で、発注者から

直接請け負い、その請負代金の額が政令で定める金額以上であるものに関し二年以上指導監督的な実務の経

験を有する者 

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者 

三 発注者との間の請負契約で、その請負代金の額が政令で定める金額以上であるものを履行するに足りる財産

的基礎を有すること。  



建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） 令和５年７月１日施行 

（法第七条第二号ハの知識及び技術又は技能を有するものと認められる者） 

第七条の三 法第七条第二号ハの規定により、同号イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を

有するものとして国土交通大臣が認定する者は、次に掲げる者とする。 

一 許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し、旧実業学校卒業程度検定規程（大正十四年文部省令第

三十号）による検定で第一条に規定する学科に合格した後五年以上又は旧専門学校卒業程度検定規程（昭和

十八年文部省令第四十六号）による検定で同条に規定する学科に合格した後三年以上実務の経験を有する者 

二 前号に掲げる者のほか、次の表の上欄に掲げる許可を受けようとする建設業の種類に応じ、それぞれ同表の

下欄に掲げる者 

土木工事

業 

 

  

一 技術検定のうち建設機械施工管理又は土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定

（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」とするものに限る。）に合格

した者 

二 技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次試験のうち

技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業農村工学」とするものに限る。）、森林部門

（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに

限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業農村工学」、「森林土

木」又は「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者 

建築工事

業  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「建築」とするものに限る。）に合格した者 

二 建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第四条の規定による一級建築士又は二級建築

士の免許を受けた者 

大工工事

業 

 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「躯体」又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後大工工事に関し三年

以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検

定にあっては種別を「建築」とするものに限る。）に合格した後大工工事に関し五年以上実務の

経験を有する者 

四 建築士法第四条の規定による一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を受けた

者 

五 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第四十四条第一項の規定による技

能検定のうち検定職種を一級の建築大工若しくは型枠施工とするものに合格した者又は検定

職種を二級の建築大工若しくは型枠施工とするものに合格した後大工工事に関し三年以上実

務の経験を有する者 

六 建築一式工事及び大工工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、大工工事に

関し八年を超える実務の経験を有する者 

七 大工工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、大工工事に

関し八年を超える実務の経験を有する者 



左官工事

業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は土木施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後左官工

事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は「躯

体」とするものに限る。）に合格した後左官工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

左官とするものに合格した者又は検定職種を二級の左官とするものに合格した後左官工事に

関し三年以上実務の経験を有する者 

とび・土工

工事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建設機械施工管理又は土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定

（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」又は「薬液注入」とするもの

に限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「躯体」とするものに限る。）

に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後とび・土工・コンクリート工事に

関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「鋼構造物塗

装」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は

「仕上げ」とするものに限る。）に合格した後とび・土工・コンクリート工事に関し五年以上実務の

経験を有する者 

四 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門

（選択科目を「農業農村工学」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするも

のに限る。）、水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門

（選択科目を建設部門に係るもの、「農業農村工学」、「森林土木」又は「水産土木」とするものに

限る。）とするものに合格した者 

五 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のと

び、型枠施工、コンクリート圧送施工若しくはウェルポイント施工とするものに合格した者又は検

定職種を二級のとびとするものに合格した後とび工事に関し三年以上実務の経験を有する者、

検定職種を二級の型枠施工若しくはコンクリート圧送施工とするものに合格した後コンクリート

工事に関し三年以上実務の経験を有する者若しくは検定職種を二級のウェルポイント施工とす

るものに合格した後土工工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

六 地すべり防止工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であって次条から第七条

の六までの規定により国土交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録地すべり防止工事試験」

という。）に合格した後土工工事に関し一年以上実務の経験を有する者 

七 基礎ぐい工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であって次条から第七条の六

までの規定により国土交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録基礎ぐい工事試験」という。）

に合格した者 



八 土木一式工事及びとび・土工・コンクリート工事に関し十二年以上実務の経験を有する者の

うち、とび・土工・コンクリート工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

九 とび・土工・コンクリート工事及び解体工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のう

ち、とび・土工・コンクリート工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

石工事業 

 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木

施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」とするものに限り、建築施工管理

に係る二級の第二次検定にあっては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後石工事に関し三年以上実務の

経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「鋼構造物塗

装」又は「薬液注入」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別

を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後石工事に関し五年以上実務の経験を有

する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のブ

ロック建築若しくは石材施工とするものに合格した者又は検定職種を二級のブロック建築若しく

は石材施工とするものに合格した後石工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

屋根工事

業 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は土木施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後屋根工

事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は「躯

体」とするものに限る。）に合格した後屋根工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者 

五 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

建築板金若しくはかわらぶきとするものに合格した者又は検定職種を二級の建築板金若しくは

かわらぶきとするものに合格した後屋根工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

六 建築一式工事及び屋根工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、屋根工事に

関し八年を超える実務の経験を有する者 

電気工事

業 

 

 

 

 

 

一 技術検定のうち電気工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を電気電子部門、建設部

門又は総合技術監理部門（選択科目を電気電子部門又は建設部門に係るものとするものに限

る。）とするものに合格した者 

三 電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）第四条第一項の規定による第一種電気

工事士免状の交付を受けた者又は同項の規定による第二種電気工事士免状の交付を受けた

後電気工事に関し三年以上実務の経験を有する者 



 

 

  

四 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十四条第一項の規定による第一種電気

主任技術者免状、第二種電気主任技術者免状又は第三種電気主任技術者免状の交付を受け

た者（同法附則第七項の規定によりこれらの免状の交付を受けている者とみなされた者を含

む。）であつて、その免状の交付を受けた後電気工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

五 建築士法第二条第五項に規定する建築設備士となった後電気工事に関し一年以上実務の

経験を有する者 

六 建築物その他の工作物若しくはその設備に計測装置、制御装置等を装備する工事又はこ

れらの装置の維持管理を行う業務に必要な知識及び技術を確認するための試験であって次条

から第七条の六までの規定により国土交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録計装試験」と

いう。）に合格した後電気工事に関し一年以上実務の経験を有する者 

管工事業 

 

 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち管工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を機械部門（選択科目を

「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」とするものに限る。）、上下水道部門、衛生工学部

門又は総合技術監理部門（選択科目を「熱・動力エネルギー機器」、「流体機器」又は上下水道

部門若しくは衛生工学部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者 

三 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

建築板金（選択科目を「ダクト板金作業」とするものに限る。以下この欄において同じ。）、冷凍

空気調和機器施工若しくは配管（選択科目を「建築配管作業」とするものに限る。以下同じ。）と

するものに合格した者又は検定職種を二級の建築板金、冷凍空気調和機器施工若しくは配管

とするものに合格した後管工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

四 建築士法第二条第五項に規定する建築設備士となった後管工事に関し一年以上実務の経

験を有する者 

五 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第二十五条の五第一項の規定による給水装置

工事主任技術者免状の交付を受けた後管工事に関し一年以上実務の経験を有する者 

六 登録計装試験に合格した後管工事に関し一年以上実務の経験を有する者 

タイル・れ

んが・ブロ

ック工事

業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「躯体」又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は土木施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後タイル・

れんが・ブロック工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」とするも

のに限る。）に合格した後タイル・れんが・ブロック工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者 

五 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のタ

イル張り、築炉若しくはブロック建築とするものに合格した者又は検定職種を二級のタイル張

り、築炉若しくはブロック建築とするものに合格した後タイル・れんが・ブロック工事に関し三年以

上実務の経験を有する者 



鋼構造物

工事業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木

施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」とするものに限り、建築施工管理

に係る二級の第二次検定にあっては種別を「躯体」とするものに限る。）に合格した者 

二 建築士法第四条の規定による一級建築士の免許を受けた者 

三 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を

「鋼構造及びコンクリート」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「鋼構造及

びコンクリート」とするものに限る。）とするものに合格した者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

鉄工（選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限る。以下同じ。）とするもの

に合格した者又は検定職種を二級の鉄工とするものに合格した後鋼構造物工事に関し三年以

上実務の経験を有する者 

鉄筋工事

業 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「躯体」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に

係る一級の第一次検定又は土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一

級の第二次検定に合格した後鉄筋工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る

二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別

を「建築」又は「仕上げ」とするものに限る。）に合格した後鉄筋工事に関し五年以上実務の経験

を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を鉄筋施

工とするものであつて選択科目を「鉄筋施工図作成作業」とするもの及び検定職種を鉄筋施工

とするものであつて選択科目を「鉄筋組立て作業」とするものに合格した後鉄筋工事に関し三年

以上実務の経験を有する者（検定職種を一級の鉄筋施工とするものであつて選択科目を「鉄筋

施工図作成作業」とするもの及び検定職種を一級の鉄筋施工とするものであつて選択科目を

「鉄筋組立て作業」とするものに合格した者については、実務の経験を要しない。） 

舗装工事

業 

  

一 技術検定のうち建設機械施工管理又は土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定

（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」とするものに限る。）に合格

した者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門又は総合技

術監理部門（選択科目を建設部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者 

しゆんせ

つ工事業 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「土木」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一

次検定又は管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後しゅ

んせつ工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次

検定又は第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「鋼構造物塗

装」又は「薬液注入」とするものに限る。）に合格した後しゅんせつ工事に関し五年以上実務の



経験を有する者 

四 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、水産部門

（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に

係るもの又は「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者 

五 土木一式工事及びしゅんせつ工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、しゅん

せつ工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

板金工事

業 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち建築施工管理若しくは管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は管工

事施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後板金工事に関し三年以上実務の経験を有

する者 

三 技術検定のうち建築施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次

検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は「躯体」とするもの

に限る。）に合格した後板金工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

工場板金若しくは建築板金とするものに合格した者又は検定職種を二級の工場板金若しくは建

築板金とするものに合格した後板金工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

ガラス工

事業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後ガラス工事に関し三

年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検

定にあっては種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後ガラス工事に関し五

年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

ガラス施工とするものに合格した者又は検定職種を二級のガラス施工とするものに合格した後

ガラス工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

五 建築一式工事及びガラス工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、ガラス工事

に関し八年を超える実務の経験を有する者 

塗装工事

業 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち土木施工管理又は建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（土木

施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「鋼構造物塗装」とするものに限り、建築

施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した

者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後塗装工事に関し三年以上実務

の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「土木」又は「薬

液注入」とするものに限り、建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又



は「躯体」とするものに限る。）に合格した後塗装工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

塗装とするものに合格した者若しくは検定職種を路面標示施工とするものに合格した者又は検

定職種を二級の塗装とするものに合格した後塗装工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

防水工事

業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は土木施工管理若しくは造園施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後防水工

事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次検

定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は「躯

体」とするものに限る。）に合格した後防水工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

防水施工とするものに合格した者又は検定職種を二級の防水施工とするものに合格した後防

水工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

五 建築一式工事及び防水工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、防水工事に

関し八年を超える実務の経験を有する者 

内装仕上

工事業 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち建築施工管理に係る一級の第一次検定に合格した後内装仕上工事に関し

三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち建築施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次検定（二級の第二次検

定にあっては種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後内装仕上工事に関し

五年以上実務の経験を有する者 

四 建築士法第四条の規定による一級建築士又は二級建築士の免許を受けた者 

五 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

畳製作、内装仕上げ施工若しくは表装とするものに合格した者又は検定職種を二級の畳製作、

内装仕上げ施工若しくは表装とするものに合格した後内装仕上工事に関し三年以上実務の経

験を有する者 

六 建築一式工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、内装仕

上工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

七 大工工事及び内装仕上工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、内装仕上工

事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

機械器具

設置工事

業 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る一級の第

一次検定又は第二次検定に合格した後機械器具設置工事に関し三年以上実務の経験を有す

る者 

二 技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第

一次検定又は第二次検定に合格した後機械器具設置工事に関し五年以上実務の経験を有す

る者 



三 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を機械部門又は総合技

術監理部門（選択科目を機械部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者 

熱絶縁工

事業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に

係る一級の第一次検定又は土木施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一

級の第二次検定に合格した後熱絶縁工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る

二級の第一次検定又は第二次検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別

を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）に合格した後熱絶縁工事に関し五年以上実務の経験

を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

熱絶縁施工とするものに合格した者又は検定職種を二級の熱絶縁施工とするものに合格した

後熱絶縁工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

五 建築一式工事及び熱絶縁工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、熱絶縁工

事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

電気通信

工事業 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち電気通信工事施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を電気電子部門又は総

合技術監理部門（選択科目を電気電子部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格し

た者 

三 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第四十六条第三項の規定による電気通

信主任技術者資格者証の交付を受けた者であってその資格者証の交付を受けた後電気通信

工事に関し五年以上実務の経験を有する者又は同法第七十二条第二項において準用する同

法第四十六条第三項の規定による工事担任者資格者証の交付を受けた者（第一級アナログ通

信及び第一級デジタル通信の工事担任者資格者証の交付を受けた者又は総合通信の工事担

任者資格者証の交付を受けた者に限る。）であつてその資格者証の交付を受けた後電気通信

工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

造園工事

業 

 

  

一 技術検定のうち造園施工管理に係る一級又は二級の第二次検定に合格した者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門、森林部門

（選択科目を「林業・林産」又は「森林土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択

科目を建設部門に係るもの、「林業・林産」又は「森林土木」とするものに限る。）とするものに合

格した者 

三 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

造園とするものに合格した者又は検定職種を二級の造園とするものに合格した後造園工事に

関し三年以上実務の経験を有する者 

さく井工事

業 

 

一 技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る一級の第一次

検定又は第二次検定に合格した後さく井工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

二 技術検定のうち土木施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る二級の第一次



 

 

 

 

  

検定又は第二次検定に合格した後さく井工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

三 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門（選択科

目を「上水道及び工業用水道」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「上水

道及び工業用水道」とするものに限る。）とするものに合格した者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のさ

く井とするものに合格した者又は検定職種を二級のさく井とするものに合格した後さく井工事に

関し三年以上実務の経験を有する者 

五 登録地すべり防止工事試験に合格した後さく井工事に関し一年以上実務の経験を有する

者 

建具工事

業 

 

 

 

  

一 技術検定のうち建築施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「仕上げ」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち建築施工管理若しくは管工事施工管理に係る一級の第一次検定又は管工

事施工管理に係る一級の第二次検定に合格した後建具工事に関し三年以上実務の経験を有

する者 

三 技術検定のうち建築施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第一次検定又は第二次

検定（建築施工管理に係る二級の第二次検定にあっては種別を「建築」又は「躯体」とするもの

に限る。）に合格した後建具工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

四 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級の

建具製作、カーテンウォール施工若しくはサッシ施工とするものに合格した者又は検定職種を

二級の建具製作、カーテンウォール施工若しくはサッシ施工とするものに合格した後建具工事

に関し三年以上実務の経験を有する者 

水道施設

工事業 

 

 

 

 

 

  

一 技術検定のうち土木施工管理に係る一級又は二級の第二次検定（二級の第二次検定にあ

っては種別を「土木」とするものに限る。）に合格した者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に

係る一級の第一次検定又は建築施工管理、管工事施工管理若しくは造園施工管理に係る一

級の第二次検定に合格した後水道施設工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

三 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る

二級の第一次検定又は第二次検定（土木施工管理に係る二級の第二次検定にあつては種別

を「鋼構造物塗装」又は「薬液注入」とするものに限る。）に合格した後水道施設工事に関し五年

以上実務の経験を有する者 

四 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門、衛生工

学部門（選択科目を「水質管理」又は「廃棄物・資源循環」とするものに限る。）又は総合技術監

理部門（選択科目を上下水道部門に係るもの、「水質管理」又は「廃棄物・資源循環」とするもの

に限る。）とするものに合格した者 

五 土木一式工事及び水道施設工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のうち、水道施

設工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

消防施設

工事業 

 

一 技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る一級の第

一次検定又は第二次検定に合格した後消防施設工事に関し三年以上実務の経験を有する者 

二 技術検定のうち建築施工管理、電気工事施工管理又は管工事施工管理に係る二級の第



  一次検定又は第二次検定に合格した後消防施設工事に関し五年以上実務の経験を有する者 

三 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第十七条の七第一項の規定による甲種消防設

備士免状又は乙種消防設備士免状の交付を受けた者 

清掃施設

工事業 

一 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る

一級の第一次検定又は第二次検定に合格した後清掃施設工事に関し三年以上実務の経験を

有する者 

二 技術検定のうち土木施工管理、建築施工管理、管工事施工管理又は造園施工管理に係る

二級の第一次検定又は第二次検定に合格した後清掃施設工事に関し五年以上実務の経験を

有する者 

三 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を衛生工学部門（選択科

目を「廃棄物・資源循環」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「廃棄物・資

源循環」とするものに限る。）とするものに合格した者 

解体工事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一 法第二十七条第二項の規定による第二次検定のうち検定種目を一級の土木施工管理若し

くは二級の土木施工管理（種別を「土木」とするものに限る。）又は一級の建築施工管理若しく

は二級の建築施工管理（種別を「建築」又は「躯体」とするものに限る。）とするものに合格した

者 

二 技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち技術部門を建設部門又は総合技

術監理部門（選択科目を建設部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格した者 

三 職業能力開発促進法第四十四条第一項の規定による技能検定のうち検定職種を一級のと

びとするものに合格した者又は検定職種を二級のとびとするものに合格した後解体工事に関し

三年以上実務の経験を有する者 

四 解体工事に必要な知識及び技術を確認するための試験であって次条から第七条の六まで

の規定により国土交通大臣の登録を受けたもの（以下「登録解体工事試験」という。）に合格し

た者 

五 土木工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のう

ち、解体工事業に係る建設工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

六 建築工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し十二年以上実務の経験を有する者のう

ち、解体工事業に係る建設工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

七 とび・土工工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し十二年以上実務の経験を有する

者のうち、解体工事業に係る建設工事に関し八年を超える実務の経験を有する者 

三 前二号に掲げる者のほか、第十八条の三第二項第二号に規定する登録基幹技能者講習（許可を受けようと

する建設業の種類に応じ、国土交通大臣が認めるものに限る。）を修了した者 

四 国土交通大臣が前三号に掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと認める者 

 


